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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　45人を越える市民が傍聴席を埋める中、6
月 9日、池田めぐみ市議が6月議会の一般質
問に登壇しました。
　はじめに、道路交通法改正による青切符導入
で取締まりが厳しくなったことから自転車に関
する課題についてとりあげました。青切符の埼
玉県内の交付は、4月 223 件、5月 503 件。
安全に走行できる自転車道の整備を求めると、
「幅員が狭いなど課題を認識しているが、無電
柱化整備とあわせ自転車通行環境整備を進めて
いく」と答弁がありました。また「詳しい自転
車ルールが分からない」という声も多いため、
大人への「自転車リフレッシュ講習」の充実と、
高齢者に限定しないヘルメット購入費助成制度
の拡大を求めると、市は「受講率アップにもつ
ながることからインセンティブなどを研究して
いきたい」との回答でした。
　また、北浦和駅東口の駅前駐輪場の閉鎖につ
いてもとりあげました。「連日満車状態の駐輪
場がなくなるのは困る」という声が多数寄せら
れ、池田市議は市が危機感をもって整備するよ

う求めました。これまで、市は、北浦和駅周辺
は西口の市営も含め駐輪台数に余裕があるとい
う認識でしたが、今回の質問で、利便性の面で
課題があることを認めました。新たな市営駐輪
場は、用地確保に多額の費用と合意形成に時間
がかかるため、民間への駐輪場整備補助金を周
知するほか、池田市議が提案した北浦和ターミ
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ナルビル（市の関連施設）の駐輪場について、「施
設所有者に対して機能拡充を働きかける」と答
弁がありました。

24時間使えるAEDが131台に
　次に池田市議は、初質問以来求め続けてきた
「24時間使えるAED」について質問しました。
市が管理する 24時間使えるAEDは、2023
年には11台でしたが、この3年間で131台に
増えたことがわかりました。そして屋外設置後、
盗難や故障はなかったことを確認しました。ま
た検証結果を質問すると、中学校正門前に設置
されたAEDは、日進中学校の生徒が近隣ショッ
ピングモールで使い、女性のいのちを救ったほ
か、近隣住民の方が、学校正門のAEDを自宅
で使用した事例もあり、地域の方に認知されて
いることが明らかになりました。
　まだ実現していない小学校正門への設置は、
関係部局と連携し研究していくという前向きな
答弁があり、引き続き、市議団では、いのちを
守る環境整備を求めます。

電動階段昇降椅子の設置を求める
　中学生の家族から「足をけがした時、階段の
上り下りができず、教室に行けなくて困った」
と、学校へのエレベーター設置の要望がありま
した。池田市議が現状を質問すると、学校のエ
レベーターや階段への取り付けタイプの昇降機
は、小学校で105校中50校、中学校58校中
28校、特別支援学校2校、高校3校、中等教
育学校1校に設置されていることがわかりま
した。突発的なケガなどは保護者と面談で対応
を決定するという回答がありました。池田市議
がベルトコンベアで階段を昇降できる「電動
階段昇降椅子」を提案すると、教育委員会で2
台導入したことがわかりました。価格は16万
円台からあり、短期間で導入が可能なため、今

後の台数拡大を要望
すると、教育委員会は、
「即時対応の手段とな
ること、持ち運びが可
能で他校でも使用が
できることから、有用
性がある」と回答しま
した。今後はエレベー
ターが設置できない
公民館や、災害時の市立病院、そして車いすの
方が利用できない議会の傍聴席など、困ってい
る人がひとりでも減るように導入を要望してい
きます。

市民会館跡地は市民の声を聞いて
　現在、市民会館うらわ跡地は更地になってい
ますが、来年、国際芸術祭での活用は発表され
ているものの、その後どうなるのかとの声が多
く寄せられています。池田市議が、周辺を訪問
しながらどんな利用を希望するか調査したと
ころ「第1位公園、第2位文化施設、第3位
区役所、第4位スポーツ施設、第5位集会所」
という結果でした。「騒音や揺れが大変だった
ため、高層の建物を建ててほしくない」という
声があり、池田市議が近隣住民の声を聞くべき
と求めると、市は「近隣の現庁舎地の利活用」
と合わせて、市民ワークショップやオープンハ
ウスやまちづくりカフェなどを通じて、市民の
声を聞いていくと回答しました。
　そのほか、学校施設のリフレッシュ工事の実
施予定校が、10年間で物価高騰や給食センタ
ーの配食数を理由に、94校から18校に激減
している問題もとりあげました。
　池田市議は、「今回の質問は、市民アンケー
トや地域訪問で直接寄せられた市民の声をもと
に質問を組み立てた。これからも地域の声をま
っすぐ届けていきたい」と話しました。

自転車ユーザーにやさしい
まちづくりにむけて
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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　6月10日、たけこし連市議が6月議会の一
般質問にたちました。
　長引く物価高騰が市民生活を直撃し、生活不
安が蔓延するなか、党市議団がさいたま市民に
向けて実施したアンケート調査には、市民の切
実な声が多数寄せられています。とりわけ、市
民の負担軽減に直結する支援策の継続と拡充
は、基礎自治体として最優先でとりくむべき喫
緊の課題です。
　たけこし市議は、市民生活の過酷な現状を紹
介し、市に対し「物価高騰支援」として3点
の具体的な施策の実施をせまりました。
　第一に、水道基本料金無料期間の延長です。
たけこし市議が「さらなる延長等についてどの
ように考えているか」と質すと、市は「仮に1
か月分減額を延長した場合、約7億 5000万
円の財源が必要となる。水道事業を取り巻く環
境は大変きびしく、財政基盤を損なわないかた
ちで延長をおこなうことは大変むずかしい」と
答弁し、市民の生活防衛よりも市の財政事情を
優先する冷たい姿勢を示しました。この答弁に
対し、たけこし市議はあらためて「水道事業の
財政が大変苦しいというが、市民も非常に苦し
いのだからぜひ検討していただきたい」と強く
求めました。
　第二に、中学校給食費の暫定的な無償化です。
現役世代、とりわけ子育て世代は複合的な支出
増に苦しんでおり、たけこし市議は「今年度だ

6月議会・一般質問

物価高騰支援
3つの対策を求める

けでも暫定的にピンポイントで無償化を検討す
べきではないか」と要求しました。しかし市は、
単年で給食管理運営費と人件費が約26億円、
食材費が約22億円、合わせて約48億円の予
算規模になるとして、「すべて一般財源で賄う
必要が生じるため、市単独での実施は困難」と
回答。「国の動向を注視し、自治体の財政負担
に配慮されるよう国に働きかける」と述べるに
とどまり、主体的に子育て世帯を救済しようと
いう意思は見られませんでした。
　第三に、若年層向けの給付型奨学金の拡充で
す。現在の市の奨学金は要件が非常に狭く、対
象となる学生が限られている実態を指摘し、要
件緩和と金額拡充を求めました。これに対し市
は、「今年度の申請状況を加味しつつ、利用者
のニーズ等を研究の上、申請要件や支給金額を
含めた制度全般の見直しを検討していく」と前
向きな方針を示しました。

「人権尊重のまちづくり」で 
踏み込んだ対策を

　続いてたけこし市議は、近年深刻化している

「人権尊重のまちづくり」について質問しまし
た。
　現在、埼玉県南部地域において特定の民族、
とりわけクルド人の方々に対する差別的な言動
がSNSを中心に激化しています。根拠のない
デマや誇張された情報発信を契機に、インター
ネット上にとどまらず現実社会でも排斥デモな
どがおこなわれています。さいたま市内でも、
桜区の秋ヶ瀬公園で開催されたクルド人の伝統
的な祝祭「ネウロズ」の会場周辺で、中止を求
める団体と参加者が衝突するという事案が発生
しました。たけこし市議は、「多様な文化を共
有し合うはずの平和的な場が、心ない行動で踏
みにじられた事実を市として重く受け止めるべ
きだ」と追及しました。
　さらに、たけこし市議は先進地である川崎市
や相模原市を視察した経験を紹介。川崎市で
は、最高50万円の罰金をともなう実効性のあ
る条例を制定し、市が専門業者に委託してネッ
ト上の差別的言動を主体的にモニタリングし、
プロバイダーへの削除要請をおこなっており、
87%という極めて高い比率で削除されている
実績を紹介しました。これを踏まえ、「本市の
人権施策はいまだに理念の域を出ていない。い
かなるヘイトスピーチも排外主義も許さないと
いう『反ヘイトスピーチ宣言』を明確に発信す
べきではないか」と質しました。
　これに対し市は、「特定の民族や国籍の人び

とを不当に排除・排斥し、危害を加えるとし、
著しく見下すような言動は相手の尊厳を傷つ
け、決して許されない」と答弁し、「事案が生
じた場合には、市長によるメッセージ発出を含
め毅然とした対応をおこなう」と明言しました。
　また、川崎市のように市主体でネット上の差
別的言動を監視するウェブ対策の実施を求めた
点については、市は「国においてインターネッ
ト上の誹謗中傷等への対応を目的に情報流通プ
ラットフォーム対処法が施行された。その動向
を注視し、効果的な手法を検討していく」と答
弁するにとどまりました。被害者からの相談を
待つだけの受け身の姿勢に対し、本市自身が当
事者意識を持ち、包括的かつ実効性の高いヘイ
トスピーチ対策を早急に構築することが求めら
れています。
　たけこし市議は他に、ナフサ由来の原料不足
にともなう市内経済への影響で市内中小企業へ
の直接支援の対応を求めたほか、本市独自の「子
どもの権利条例」制定についても質問しました。

6月議会報告会
7月11日（土）午後2時～4時
馬宮コミュニティセンター
第 2〜第 4集会室

●お誘い合わせてご参加ください●


